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行財政改革を一層推進しながら総合計画に基づいて、市民の立場に立った透明性の高い

成果を重視した行財政運営を展開しています。

将来あるべき姿

❶今後予測される厳しい財政状況に対して、限られた財源を有効に配分し、より効果や成

果を重視する行政を経営するといった視点が、行財政運営に求められています。

❷合併から一貫して、行財政改革の推進をまちづくりの重要課題に位置付けて取り組んで

きましたが、地方分権の進展や地方交付税の財政優遇措置の終了などに対応していく

ためには、これまで以上に取組を強化する必要があります。

❸公共施設マネジメント白書を活用した公共施設の適正化の取組に当たっては、施設の

老朽化に対応する施設整備について、市の規模を踏まえた検討が必要になっています。

❹国の将来的な人口推計では、高齢化の進展に対して年少人口※と生産年齢人口※が減少し、

総人口が減少すると示されています。現状では、国の平均値よりも良好な数値となって

いますが、合計特殊出生率の低下などから状況を分析し、早期に対応していくことが

重要です。

まちの現状と課題

施　　策  1 行財政の改革

主要施策 （1）計画行政の推進

政策Ⅶ『実現に向けて』まちづくりの目標を支える自主自律の行政経営

❶【総合計画に基づいたまちづくり】

総合計画に定めた成果や数値目標の達成に向けて、まちづくり全般に「行政経営の視点」を

新たに加え、限られた財源を有効に配分し、事業の選択と集中・重点化を進め、効率的かつ

効果的にまちづくりを展開します。また、事業の達成状況などについて、市民の参画を得て、

評価・検証します。

❷【行財政改革の推進】

行財政改革大綱に基づいた改革を一層推進し、しっかりとした行財政基盤を確立します。

また、公共施設マネジメント白書を活用し、数多くある同種の公共施設の適正化に取り組

みます。

❸【計画的な施設の更新】

公共施設の適正化とあわせた4万人市民の様々な活動を支えるための公共施設の更新・整

備について、嬉野公民研修所跡地の有効利用を目指した計画案づくりを含めて、取り組ん

でいきます。

❹【人口増への取組】

人口減少社会への対応は、様々なまちづくり分野のあらゆる施策を総合的に推進していか

なければならないことから、市の推進体制を構築し、関係機関との連携を深め、取り組んで

いきます。

市の取組

◎総合計画（基本構想、基本計画、３か年実施計画）
◎行財政改革大綱※

部門別計画

◆市民は、まちづくりや行財政改革の取組に関心をもち、市民の視点での評価・検証に積極的に

参加します。

市民・事業者等の取組

関連する主要施策との連携の方針

指標とその目標

70.6％ 80.0％
市民アンケートによる行財政改革を柱とする計画的な
行財政運営の推進について満足と感じる市民の割合

指 標 名 指標の考え方 実績値（H18） 現状値（H23） 目標値（H29）

━行 財 政 運 営 の 満 足 度

76.6％ 80.0％市民アンケートによる行財政改革を柱とする計画的
な行財政運営の推進を重要だと感じる市民の割合

━行 財 政 運 営 の 重 要 性

※行財政改革大綱
時代に即した行政需要
に的確に対応し、市民
サービスのより一層の
向上を図るために、組織、
制度や行政運営のあり
方について見直しを行う
とともに、財政運営の
適正化・効率化を図って
いくことをとりまとめた
大綱。

※年少人口
年齢別人口のうち0～
14歳の人口をいう。

※生産年齢人口
年齢別人口のうち労働
力の中核をなす15歳
以上65歳未満の人口
をいう。
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